
左記の評価への
具体的な理由・改善策など

1
松戸市価格高騰重点支援給付金（経済対策分）
※事務費分

福祉政策課 7,420,000 7,420,000 R6.4.1 R7.3.31

1
松戸市価格高騰重点支援給付金（経済対策分）
※事業費分

福祉政策課 207,760,000 207,760,000 R6.4.1 R7.3.31

2

松戸市生活・暮らし価格高騰重点支援給付金（経
済対策分）・松戸市価格高騰重点支援給付金（新
たな経済分）・松戸市生活・暮らし価格高騰重点
支援給付金（新たな経済分）・松戸市定額減税補
足給付金（調整給付）
※事務費分

福祉政策課 274,221,537 152,429,000 R6.4.1 R7.3.31

2

松戸市生活・暮らし価格高騰重点支援給付金（経
済対策分）・松戸市価格高騰重点支援給付金（新
たな経済分）・松戸市生活・暮らし価格高騰重点
支援給付金（新たな経済分）・松戸市定額減税補
足給付金（調整給付）
※事業費分

福祉政策課 3,959,240,000 3,959,240,000 R6.4.1 R7.3.31

7
松戸市価格高騰重点支援給付金（総合経済対策
分）・松戸市定額減税補足給付金（不足額給付）
※事務費分

福祉政策課 128,909,013 128,909,013 R7.1.6 R8.3.31

7
松戸市価格高騰重点支援給付金（総合経済対策
分）・松戸市定額減税補足給付金（不足額給付）
※事業費分

福祉政策課 1,709,670,000 1,709,670,000 R7.1.6 R8.3.31

【充当元事業】
事業No.7：松戸市価格高騰重点支援給付金（総
合経済対策分）・松戸市定額減税補足給付金（不
足額給付）

【充当先事業】
Ｒ7計画事業No.1：松戸市価格高騰重点支援給
付金（総合経済対策分）・松戸市定額減税補足給
付金（不足額給付）
充当先の経費：事務費

福祉政策課 26,280,987 26,280,987 R7.7.1 R8.3.31

【充当元事業】
事業No.7：松戸市価格高騰重点支援給付金（総
合経済対策分）・松戸市定額減税補足給付金（不
足額給付）

【充当先事業】
Ｒ7計画事業No.1：松戸市価格高騰重点支援給
付金（総合経済対策分）・松戸市定額減税補足給
付金（不足額給付）
充当先の経費：事業費

福祉政策課 210,330,000 210,330,000 R7.7.1 R8.3.31

6,523,831,537 6,402,039,000

※上記の実績額等については、現在国・県にて審査中のものを含むため、変更が発生する可能性があります。

事業実施による事業目的の達成への評価や改善策等

合計　　

令和6年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　活用事業に係る効果検証について

総事業費
　　　（円）

交付金充当額
（円）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

Ｎｏ
事業の概要
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
事業名 成果目標 達成値担当所属

プッシュ型の発送や勧奨通知等により、対象世帯の9割
に支給する。

支給率
非課税（経済対策分）94.7%

1.非常に効果
的であった

市から片道振込、プッシュ型の申請書発送やオンライン
申請を導入したため、全体的に速やかに支給できた。

プッシュ型の発送や勧奨通知等により、対象世帯の9割
に支給する。

支給率
均等割のみ課税（経済対策分）97.7%
非課税（新たな経済分）90.1％
均等割のみ課税（新たな経済分）95.9％
調整給付95.4％

1.非常に効果
的であった

市から片道振込、プッシュ型の申請書発送やオンライン
申請を導入したため、全体的に速やかに支給できた。

支給率
非課税（総合経済対策分）95.0%

1.非常に効果
的であった

市から片道振込、プッシュ型の申請書発送やオンライン
申請を導入したため、全体的に速やかに支給できた。

プッシュ型の発送や勧奨通知等により、対象世帯の9割
に支給する。

支給率
不足額給付95.9%

1.非常に効果
的であった

市から片道振込、プッシュ型の申請書発送やオンライン
申請を導入したため、全体的に速やかに支給できた。

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費

プッシュ型の発送や勧奨通知等により、対象世帯の9割
に支給する。


	R5年度効果検証

